

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































制度環境 業務内容 組織体制 財務状況
１ 栃木県土地開発公社 根拠法 内部競合
2 栃木県道路公社 根拠法 借入金
3 栃木県住宅供給公社 根拠法 民間競合 委託料
4 栃木県育英会 内部競合 補助金
5 栃木県消防協会 下部組織
6 とちぎ生涯学習文化財団 職員管理 委託料
７ とちぎ男女共同参画財団 委託料
8 とちぎ青少年こども財団 派遣依存 委託料
９ 栃木県国際交流協会 機能強化
10 栃木県環境保全公社 目的不能 小規模 補助金
11 とちぎ健康福祉協会 職員管理 補助金
12 栃木県社会福祉協議会 目的逸脱 補助金
13 栃木県保健衛生事業団 民間競合 職員管理











































16 とちぎ産業交流センター 根拠法 職員兼務
17 大谷地域整備公社 目的不能 小規模
18 栃木県観光物産協会 関連団体




23 栃木県緑化推進委員会 根拠法 小規模
24 栃木県森林整備公社 借入金
25 日光自然博物館 施設活用
26 栃木県建設総合技術センター 職員管理 委託料
27 栃木県民公園福祉協会 民間競合 職員管理 委託料
28 栃木県体育協会 派遣依存 補助金
29 日光杉並木保護財団 職員兼務
30 栃木県暴力追放県民センター 根拠法 関連団体 小規模
























































































































































































































１ 栃木県土地開発公社 実施主体の一元化 産業用地開発等の実施主体の一元化
2 栃木県道路公社 新規道路整備の中止等 新規道路整備の中止
3 栃木県住宅供給公社 新規分譲の中止等 新規分譲の中止
4 栃木県育英会 組織体制の充実等 組織体制の充実等
5 栃木県消防協会 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
6 とちぎ生涯学習文化財団 組織体制及び事業の見直し 埋蔵文化財センターの組織体制の見直し
７ とちぎ男女共同参画財団 組織体制の見直し等 組織体制の見直し等
8 とちぎ青少年こども財団 青少年関連事業の充実・強化等 青少年関連事業の充実・強化等
９ 栃木県国際交流協会 定住外国人対策の充実等 定住外国人対策の充実等
10 栃木県環境保全公社 設立目的の達成等 公共性の観点から存続
11 とちぎ健康福祉協会 県関与の縮小等 県関与の縮小等
12 栃木県社会福祉協議会 事業の見直し 高齢者関連事業の見直し
13 栃木県保健衛生事業団 県関与の縮小等 県関与の縮小等
14 栃木県臓器移植推進協会 統合 将来的な統合に向けて努力
15 栃木県産業振興センター 中長期的な統合 中長期的な統合検討
16 とちぎ産業交流センター 中長期的な統合 中長期的な統合検討
17 大谷地域整備公社 安全対策の推進等 安心・安全の観点から存続
18 栃木県観光協会 統合 統合
とちぎ県産品振興協会 統合 統合
19 栃木県農業振興公社 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
20 とちぎ農産物マーケティング協会 業務の見直し コンサルティング機能の充実・強化
21 栃木県畜産協会 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
22 栃木県治山林道協会 随意契約の解消等 随意契約の見直し
23 栃木県緑化推進委員会 統合等検討 統合等検討
24 栃木県森林整備公社 新規分収林契約の中止等 新規分収林契約の中止
25 日光自然博物館 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
26 栃木県建設総合技術センター 事業の見直し 下水処理施設、随意契約の見直し
27 栃木県民公園福祉協会 組織の縮小等 組織の計画的縮小等
28 栃木県体育協会 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
29 日光杉並木保護財団 事業の見直し 委託事業の見直し
30 栃木県暴力追放県民センター 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進






























































































１ 栃木県土地開発公社 統合 管理業務統合、産業団地造成機能一元化検討
2 栃木県道路公社 統合 管理業務統合等
3 栃木県住宅供給公社 統合 管理業務統合等
4 栃木県育英会 存続 事業の充実・強化等
5 栃木県消防協会 存続 経営の効率化等
6 とちぎ生涯学習文化財団 統合 統合、組織体制の見直し等
７ とちぎ男女共同参画財団 存続 組織体制の見直し等
8 とちぎ青少年こども財団 統合 統合、事業の充実・強化等
９ 栃木県国際交流協会 存続 事業の充実・強化等
10 栃木県環境保全公社 廃止 業務検証等
11 とちぎ健康福祉協会 自立 県関与の縮小等
12 栃木県社会福祉協議会 存続 事業の見直し等
13 栃木県保健衛生事業団 自立 県関与の縮小等
14 栃木県臓器移植推進協会 統合 統合を含めた運営体制の検討等
15 栃木県産業振興センター 存続 統合等
16 とちぎ産業交流センター 廃止 統合等
17 大谷地域整備公社 存続 抜本対策の検討
18 栃木県観光協会 統合 統合等
とちぎ県産品振興協会 統合
19 栃木県農業振興公社 存続 経営の効率化等
20 とちぎ農産物マーケティング協会 統合 事業、組織体制の見直し
21 栃木県畜産協会 存続 経営の効率化等
22 栃木県治山林道協会 廃止 事業の見直し、他法人との再編
23 栃木県緑化推進委員会 廃止 他法人との再編等
24 栃木県森林整備公社 廃止 事業の見直し、他法人との再編
25 日光自然博物館 自立 経営の効率化等
26 栃木県建設総合技術センター 自立 事業の見直し等
27 栃木県民公園福祉協会 存続 組織の計画的縮小等
28 栃木県体育協会 存続 経営の効率化、事業の見直し等
29 日光杉並木保護財団 存続 事業の見直し等
30 栃木県暴力追放県民センター 存続 経営の効率化等
31 栃木県交通安全協会 存続 事業の見直し等
（資料）栃木県行政改革推進室資料より筆者作成
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分収林契約の中止など、すでに対応済みの項
目を除いたうえで、県議会の提言を受けて、
地方三公社の管理業務の統合、生涯学習文化
財団と青少年こども財団の再編、治山林道協
会・緑化推進委員会・森林整備公社の再編な
どが新たに見直し項目に加えられた（栃木県
2010）。
　もっとも、必ずしも県議会の提言どおりに
見直されているわけではない。例えば、「廃
止」まで言及された環境保全公社に関して
は、処分場完成後に「業務検証等」を行うに
とどまる。また、観光物産協会との「統合」
が提言された農産物マーケティング協会に関
しても、「事業・組織体制の見直し」を行う
にすぎない。さらに、保健衛生事業団との「統
合」が明記されている臓器移植推進協会に関
しては、「統合を含めた運営形態の検討等」
を行うとして提言内容からはかなり後退した
ものとなった（図表７参照）。
３．考察と小括─二面性の維持と計画・調整
　の均衡
（１）出資法人の組織的・時間的二面性
　栃木県における出資法人改革の検討内容を
みると、必ずしも完全民営化・民間売却や直
営、清算などの抜本的な処理策が十分に検討
されているとはいえない。なぜこうした抜本
的な処理策が回避されるのだろうか。
　保守的な対応をとる理由としてまず考えつ
くのは、リンドブロムが唱えた増分主義であ
る。増分主義（incrementalism）とは、政
策決定は既存の政策を前提として付加的に修
正されるものとの考え方である。北海道大学
の宮脇淳教授も、出資者である行政を含め
た第三セクターのガバナンス構造を見直す
重要なトリガーとして、過去の配分に基づ
く「増分主義」、既存の視点では認識できな
い「見えない非効率」、官と民を明確に区分
けする「二元論」をあげている（宮脇2010：
260-264）。たしかに、「経営の効率化」や「事
業の見直し」などについては、現行の運営体
制を必要な限度で改善しようとするものであ
り、増分主義的な対応として説明できる。し
かし、検討結果ではその他にも「統合」が少
なからず打ち出されており、こうした方向性
は、現行の運営体制を前提とするものではな
く、必ずしも増分主義によって説明できるわ
けではない。
　そして、この点は、委員会の提言と議会の
提言、さらには県の対応方針のいずれにも共
通する志向性であることから、検討主体の問
題であるとも言いがたい。むしろ検討対象で
ある出資法人自体の性格と関連するように思
われる。
　第三セクターの性格に関して、東京大学の
金井利之教授は、「内部性と外部性という組
織的二面性と、現在時点と将来時点という時
間的二面性」に焦点を当てている。金井教授
によれば、「行政学的な意味での三セクの行
政管理とは、この「着かず離れず」の二面性
の曖昧な乖離と「使い分け」を亀裂と分裂を
生じさせることなく、適切に維持すること」
であり、「行政学的な意味での三セクの破綻
とは、このような二面性が維持できなくなる
状態であり、どちらかに割り切った決着を迫
られる状態」であるという（金井2007：79）。
　このモデルを用いて栃木県における出資法
人改革の検討内容を改めて考えてみたい。
　出資法人の経営が悪化した場合、すなわち
二面性の維持が困難になると、組織的には内
部化あるいは外部化し、また時間的には将来
を放棄し現在時点で決着させるのが原則であ
る。具体的には、完全民営化・民間売却によっ
て完全に外部化するか、自治体直営によって
完全に内部化するか、あるいは上下分離に
よって資産を公有化し、運営を民間委託する
ことで一部を内部化、他の一部を外部化す
る。または、事業の長期継続を前提として現
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在時点に便益を配置し将来時点に費用を配置
していた状態を清算によって解消することに
なる。なお、金井教授は、清算を外部化の一
形態に位置づけているが（金井 2007：85）、
筆者は、継続的関係を終了させるという意味
で、組織的二面性よりむしろ時間的二面性を
決着させるものと解する（図表8）。
　しかし、自治体にとって出資法人の二面性
には利点がある。組織の内部性と外部性を使
い分けることで、自治体は出資法人を利用し
て事業を展開できる一方、責任追及を回避す
ることができる。また、現在時点と将来時点
を使い分けることで、現在に便益を配置し、
将来に費用を配置することで、便益を過大に
評価、費用を過小に評価するとともに、現在
の問題の解決を将来に先送りすることができ
る。そこで、自治体はこの二面性を何とか維
持しようとする。他の出資法人との統合は、
公営化や民営化を回避することで組織的二面
性を維持し、また、清算を回避することで時
間的二面性を維持できるという点では好都合
なのである。このように、出資法人の性格に
着目すれば、出資法人のもつ組織的・時間的
二面性の維持に固執する結果、自治体による
直営、民間への売却、即時の清算といった抜
本的な処理策が回避されるものと考えること
ができよう。そして、こうした傾向性は広く
自治体に共通するものと考えられる。
（２）企画の参与性と明細性
　また、栃木県における出資法人改革の検討
過程をみると、委員会の提言はおおむね見直
し基本方針に反映されているが、議会の提言
は必ずしも基本方針の改定に反映されている
とはいえない。なぜ委員会報告と議会報告の
取扱いにこのような差異が生じたのか。たし
かに、委員会と議会は同じ審議機関ではある
が、委員会は専門家等によって構成される知
事の諮問機関であり、一方の議会は県民を代
表する議員によって構成される議決機関で
あって、両者の構成や権限は全く異なる。し
かし、もしこうした検討組織の性格の相違が
影響したならば、調査権にとどまらず関連予
算の議決権など広範な権限を有する議会の提
言のほうが尊重されるはずである。ここでの
検討結果の取扱いの違いは、検討組織の相違
というよりはむしろ検討過程の相違、計画と
調整の進め方の違いによるものと考えられ
る。
　組織内の計画と調整に関しては、東京大学
の西尾勝名誉教授によるモデルがある。西尾
教授は、企画過程での参与性・集中性と企画
内容の明細性・具体性によって、企画を計画
調整、企画調整、調整、調整計画の4つに類
型化している（西尾1990：206-210）。①「計
画調整」とは、企画の集中性と明細性がとも
に高い場合で、企画部門が具体的な計画を担
当部門に提示する（計画による調整）。②「企
画調整」は、集中性は高いが明細性が乏しい
場合で、もっぱら企画部門で企画するが、担
当部門に広い解釈の余地がある。反対に③「調
整計画」は、集中性が乏しいが明細性が高い
場合で、担当部門が作成した計画を積み上げ
図表８　出資法人の特質と改革手法
法人特質 改革方向 事業手法
組織的二面性 外部化↑
二分化｜
内部化↓
完全民営化・民間売却
上下分離
自治体直営
時間的二面性 同期化　 清算
（資料）筆者作成
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調整する（計画の調整）。そして④「調整」
とは、企画の集中性と明細性がいずれも乏し
い場合で、施策間の最小限の重複や矛盾を個
別に排除するものである（図表９）。
図表９　企画の類型
企画過程
参与性大 集中性大
企画内容明細性高 調整計画
（委員会報告）
計画調整
明細性低 調整 企画調整
（議会報告）
（資料）西尾（1990）207頁をもとに作成
　このモデルを栃木県における出資法人改革
の検討過程に当てはめてみよう。
　まず、企画過程での参与性・集中性に関
しては、行政改革推進委員会の専門部会で
は、法人所管部局と出資法人に対して個別に
ヒアリング調査を行い、担当者とも直接に協
議を行った。また、企画部門である行政改革
推進室が事務局を担い、専門部会での審議と
並行して、担当部門である各法人所管部局と
調整を重ねた。行政改革推進室の基本方針に
基づいて各法人所管部局が作成した原案を積
上げ調整するなどして、委員会の提言の実現
性を担保しながら報告書がとりまとめられて
いったのである。これに対して議会の検討会
では、行政改革推進室には情報提供だけを求
め、企画自体は検討会の議員が主体となっ
た。検討会ではもっぱら各会派の意見集約に
取り組み、各法人所管部局の幹部と意見交換
の機会は設けたが、必ずしも現場との意思疎
通が図られたわけではない。しかも議長から
の諮問であるため、知事に対しては一方的な
提言にすぎなかった。したがって、委員会の
専門部会は参与性が高かったのに対し、議会
の検討会は集中性が高かったといえる。
　また、企画内容の明細性・具体性に関して
は、委員会の報告書と議会の報告書の記述自
体を比べても、形式的にはさほど大差はな
い。議会の報告書は仕分け区分が簡素だが、
提言内容を含めれば、むしろ委員会の報告書
よりもふみ込んだ記述が見られる。しかし、
西尾教授が述べるとおり「実質的に意味があ
るのは計画書ではなしに、計画を取りまく了
解の総体」である（西尾1990：208-209）。関
係者の参与が広いほど、協議を通じて多くの
了解事項が生まれ、計画書に対する了解が一
致することで計画書以上の明細性・具体性を
そなえる。反対に計画書に対する関係者の認
識が異なれば、計画書の効力は減殺されるこ
とになる。だとすれば、委員会の提言は、報
告書の記述自体には曖昧さもあるが、関係者
の参与が広く多くの了解を含んでおり、実質
的には明細性・具体性が高いといえる。これ
に対して議会の提言は、報告書の記述自体が
明確だとしても、いわば部外者からの一方的
な提案にすぎず、実質的な意味で明細性・具
体性が高いわけではない。
　上記のモデルに従えば、委員会の報告書
は、企画の明細性と参与性がともに高い「調
整計画」に近い一方、議会の報告書は、企画
の明細性と参与性がともに低い「企画調整」
に近いということになろう。こうした企画の
相違が県の見直し基本方針への反映に差異を
生じさせたものと考えられる。ここで問題と
したいのは、委員会の検討方法と議会の検討
方法のどちらが適当かということではない。
ただ一般的に、権限の乏しい委員会での検討
は「調整計画」となり、執行機関と距離を置
いた議会での検討は「企画調整」になりやす
いということはいえるだろう。委員会のよう
な「調整計画」では実現性は高いが、関係者
の利害による制約が大きい。他方、議会のよ
うな「企画調整」では提案が斬新でも画餅に
帰すことにもなりかねない。いずれも抜本的
な改革の実現はおぼつかないのである。そも
そも、多様な出資法人に一律に適用できるよ
うな調整基準を予め明示しづらく、また、多
数の関係当事者間で合意を重ねなければなら
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ない出資法人改革にあっては、「計画調整」
を実現することは決して容易ではなく、逆に
単なる「調整」におわる危険すらあることに
留意しなければならない。
むすびに
（１）本稿の結論
　本稿では、栃木県の特定指導法人の見直し
を事例として、自治体の出資法人改革のあり
方に示唆を得るために、次の3点を明らかに
した。
　第１に、出資法人がかかえる問題は、他の
事業者と業務内容が競合するとか、自治体の
財政支援や人的支援に依存しているといった
一般的な経営問題ばかりではない。個別事情
は捨象されがちだが、当該分野の特別な法制
度を根拠することや当該自治体の特殊な政治
的背景から設立されたという政治・行政事情
が抜本的な改革を阻害している場合もある。
　第2に、出資法人の改革を検討する場合で
も、自治体による直営、民間への売却、即時
の清算などの処理策よりも、他の出資法人と
の統合といった処理策が採択されやすい。内
部化も外部化も行わず、また問題解決を先送
りすることで、出資法人のもつ組織的・時間
的二面性を維持しようとする傾向が見られ
る。
　第3に、出資法人の改革を検討する過程で
は、関係当事者間での処理が困難なことか
ら、委員会や議会などの第三者機関が合意形
成の触媒として期待される。委員会での検討
は、知事の諮問を受け、企画部門が事務局を
担い、実施部門との積上げ調整が並行して行
われるため、参与性と明細性が高い調整計画
となる。一方、議会での検討は、参与性と明
細性が低く、実行が十分に担保されない企画
調整にとどまるおそれがある。
　国は自治体に対し出資法人の抜本的改革を
求めているが、これらの阻害要因や傾向性を
十分に理解し対策を講じなければ、所期の目
的を達成することは困難であろう。
（２）本稿の意義
　本稿の意義の１つは、開発型の株式会社の
破綻事例に限らず、さまざまな法人形態や事
業内容の出資法人について事例研究を行った
ことである。本稿は、自治体としては１事例
だが、出資法人としては31事例を扱った。各
法人に対するヒアリング調査には相当な労力
を要したが、「個別の事例からは一般的な知
識を得にくい」といった事例研究に対する批
判にも十分留意しつつ、自治体の出資法人の
一般的な特性や改革の傾向性を捉えるように
している。
　2つめに、理論モデルを実際の出資法人改
革に当てはめ、理論の有効性を実証分析に
よって検証している。本稿では、出資法人の
組織的・時間的二面性に着目するモデルは、
抜本的な改革が回避される傾向性を理解する
のに有効であることが示された。清算の位置
付けなどに若干の疑問はあるが、このモデル
は公共性・企業性という従来の多義的な概念
よりも操作化が容易であり、観察可能な含意
を引き出すことができると思われる。また、
企画の明細性と参与性に着目するモデルは、
計画と調整を同一の枠組みに収める優れたモ
デルではあるが、明細性や参与性をどう解す
るかによって実際の政策形成の理解も変わり
うる点に課題が残されているように思われ
る。
　3つめの意義は、実態の報告にとどめず、
理論的な位置づけを明らかにしようとしたこ
とである。政策研究の中には、特定の政策過
程を詳細に記述することに力点を置き、理論
的一般化にはあまり関心を払わないものもあ
る。本稿は、分析結果に基づいて新たな理論
を構築するまでには至っていないものの、既
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存の理論モデルに修正を加えつつ、出資法人
改革がどのように行われるのかという記述的
推論だけでなく、なぜそのように行われるの
かという因果的推論までを含めている。
（３）今後の研究課題
　本稿では、自治体の出資法人改革を検証す
るにあたり、特定指導法人以外の出資法人、
また、出資法人の破綻処理については、検討
の対象外としたが、今後の研究課題とした
い。
　第１に、今回の一連の検討では、栃木県の
出資法人のうち県政と密接に関連する31法人
を対象としたが、同県の出資法人には、他に
も財団法人栃木県職員互助会や株式会社とち
ぎテレビ、真岡鐡道株式会社、財団法人栃木
県シルバー人材センター連合会、栃木県信用
保証協会などがある。全国的にみても、公務
員互助会に対する公費負担は給与の二重払い
といった批判があり、また、赤字地方路線の
運営を沿線自治体で引き継いだ第三セクター
鉄道会社などは経営が厳しい。他の出資法人
についても事例研究が必要である。
　第2に、今回の一連の検討を受けて、栃木
県森林整備公社に関しては、平成22年3月に
「財団法人栃木県森林整備公社等に関する検
討会」が設置され、4回にわたる会合を経て、
同年8月に提言書が提出された。同提言書で
は、森林整備公社のあり方について第三セク
ター等改革推進債を活用して早期に解散すべ
きであるとしている（財団法人栃木県森林整
備公社等に関する検討会 2010）。筆者は森林
環境税の導入や導入後の税事業の評価に関与
していることもあり、今後の森林整備公社の
破綻処理については、引き続き動向を注視し
たいと考えている。
　第3に、今回の一連の検討では、公共性や
企業性の概念を正面から取り上げていない
が、決して軽視しているわけではない。公共
政策を論じる際には必ず市場システムと公共
システム（市場の失敗と政府の失敗）が対比
される（宮川 2002：98-120）。だが、出資法
人の存在は、現実の社会システムがこうした
単純な二分論では成り立たないことを示して
いる。公共性のような多義的な概念を定義づ
けることは容易ではないが、例えばマイヤー
ソンとバンフィールドは公共的利益の概念の
類型化を試みており（同：120-126）、政策学
の基礎概念を明確化する努力は必要であると
考えている。
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